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サービス連合「１０万人組織へのプロセス」に基づく組織拡大にむけて、2014年度も各加盟組合において

様々な取り組みが行われた結果、関連企業の新規労組結成や企業内の組合員範囲拡大、また、新規加盟など

により、新たな仲間が加わりました。そこで、各加盟組合における今後の組織拡大の取り組みの一助となる

よう、当該組合のご協力により事例を紹介します。 

また、2015 年 12月より導入が義務づけられる『ストレスチェック制度』について概要を紹介しますので、

各加盟組合においては、法改正の内容を理解し、点検・見直しが必要な場合は、速やかに労使協議などを行

い、改善にむけて取り組みましょう。 

 

 

BE WIDE ORGANIZATION～2014年度 組織拡大事例～ 
 

 

 

 
 

 

JTBグループ労働組合連合会 

J T B 熊 本 リ レ ー シ ョ ン セ ン タ ー 労 働 組 合  
 

ＪＴＢグループ所属の㈱ＪＴＢ熊本リレーションセンターは、全国のお客様から電話とメールで旅行の予約や

相談を受ける「販売業務」と、Ｗｅｂ予約や福利厚生を利用されているお客様や、ホテル・旅館などの宿泊施設

から問い合わせを受ける「サポート業務」の２本柱としたコールセンター業務を行っています。 

ＪＴＢグループ労働組合連合会（以下、ＪＴＢグループ労連）では 2011 年に中期運動方針として組織人員の明

確な到達目標を掲げ、関連未組織企業の組織化に取り組んできました。 

ＪＴＢ熊本リレーションセンターの

組織化については、職場からの相談を

きっかけに 2013 年６月から本格的に

取り組みをスタートしました。まずは

発起人を中心としたメンバーで集ま

り定期的な勉強会を開催し、労働組合

の必要性や目的についての認識の共

有や、情報の収集を行うなどの取り組

みを継続的に行いました。そして結成

準備委員会の発足を経て、主体的な執

行活動に必要となる体制づくりや財

政を定め、準備委員を中心とした従業

員に対する粘り強い加入活動を行っ

た結果、対象者全員の同意を得て、

2015 年１月 28 日「ＪＴＢ熊本リレー

ションセンター労働組合（本田浩二委

員長・組合員 357 名）」が結成され、

サービス連合の新たな仲間として加

わることとなりました。 
                        ＪＴＢ熊本リレーションセンター労働組合執行部の皆さん 
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阪急阪神交通社グループ労働組合連合会 

阪 急 ト ラ ベ ル サ ポ ー ト 労 働 組 合 
 

 阪急トラベルサポート労働組合（藤原昭久委員長・組合員 143 名）は、会社の取り巻く環境が大きく変化をし

ている今般、同じ職場で働く様々な職種の仲間と手を取り合い、労働条件の向上とこれからの会社の発展を期す

るためには、組合員の範囲拡大が最重要課題と考えました。 

これまでも契約社員やサポートスタッフ、派遣社員等、組合に加入していないスタッフの労働条件の把握

につとめてきましたが、一部のセクションにおいて時間外労働の課題などがあったことから、更なる労働条件の

維持と向上のためにも、組合員範囲を拡大し仲間として一致団結し、会社と協議・交渉する必要性があることか

ら、連合会での合同会議や執行部内などで議論した結果、まずは契約社員の組織化を目指すこととなりました。 

 阪急阪神交通社グループ労働組合連合会のサポートのもと、まずは、組織化対象となる契約社員に対して組合

アンケートを行い、職場での問題点などの洗い出しにつとめました。その後、組合加入オルグを全国で実施する

など精力的に加入活動を続けた結果、対象者の過半数以上の同意を得ることが出来、会社との協議の末、2014 年

10 月に契約社員のユニオンショップ協定を締結することが出来ました。 

 当面の目標であった契約社員の組織化は達成しました。今後は、賃金改善、公平な評価制度の確立、時間外労

働等の労働条件の改善など、様々な職場問題の解決に執行部一丸となって取り組んでいきます。 

 

 

 

 

ＪＴＢグループ労働組合連合会 

Ｊ Ｔ Ｂ ビ ジ ネ ス イ ノ ベ ー タ ー ズ 労 働 組 合 

Ｊ Ｔ Ｂ マ ネ ジ メ ン ト サ ー ビ ス 労 働 組 合 
 

 ＪＴＢグループ所属の㈱ＪＴＢビジネスイノベーターズは金融決済やＩＣＴソリューション分野を中心とした

商品・サービス・ビジネスモデルを展開するソリューションビジネスを行っており、㈱ＪＴＢマネジメントサー

ビスはＪＴＢグループ各社への人財供給を行うなど、高い専門性をもった業務委託事業を行っています。 

ＪＴＢグループ労連は、両労組の産別加盟にむけ、労働運動を行うものが産別をはじめとした連帯活動を行う

ことの意義について、両労組の執行部に伝えてきました。その中でＪＴＢグループ全体のサービス・ツーリズム

産業における関係性や、産業を超えた活動の重要性などについて議論し、長年にわたり粘り強く働きかけを行っ

てきました。それぞれの労組が昨年行われた定期大会において産別加盟についての方針を掲げ活動した結果、2015

年２月に開催された両労組の中央委員会において産別への加盟が確認されました。 

2015 年４月にＪＴＢグループ労連をつうじ、ＪＴＢビジネスイノベーターズ労働組合（水野洋一委員長・組合

員 95 名）・ＪＴＢマネジメントサービス労働組合（椛島圭一郎委員長・組合員 142 名）それぞれがサービス連合

の新たな仲間として加わることとなりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
ＪＴＢビジネスイノベーターズ労働組合        ＪＴＢマネジメントサービス労働組合 

執行部の皆さん                   執行部の皆さん 
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政策局ＮＥＷＳ 
 

 ～ＮＥＷＳ ＴＯＰＩＣＳ～  
 

 

 

 

ス ト レ ス チ ェ ッ ク 制 度 の 概 要 に つ い て 
 

 

１．ストレスチェックの実施  
 

   ●常時使用する労働者に対して、年１回ストレスチェックを実施することが事業者の義務になります。 
 

※ ストレスチェックとは、事業者が労働者に対して行う心理的な負担の程度を把握するための 

検査をいいます。 

※ 従業員数 50 人未満の事業場、当分の間努力義務となります。 

※ ストレスチェックの結果は直接本人に通知し、本人の同意がない限りは事業者に提供しては 

いけません。 

   

 ●ストレスチェック調査表には、「仕事のストレス要因」、「心身のストレス反応」、「周囲のサポート」

の３領域を含みます。 

 

２．面接指導の実施  
 

 ●高ストレスと評価された労働者から申出があったときは、医師による面接指導を行うことが事業者

の義務になります。 

 

   ●事業者は、面接指導の結果に基づき、医師の意見を勘案し、必要があると認められるときは、就業

上の措置を講じる必要があります。 

 

   ●事業者は一定の集団ごとの集計・分析についても努めなければなりません。ただし、10名を下回る

場合には全ての労働者の同意を取得しない限り集計・分析を行わない。 

 

 

 

 

 

－３－ 

 

労働安全衛生法が改正され、平成27年12月より『ストレスチェック制度』 

の導入が義務づけられます。 

法改正の内容を理解し、点検・見直しが必要な場合には、早急に労使協議を 

行い、改善にむけた取り組みを行うことが重要です。 
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     各省庁への政策制度要求を交運労協へ提出      
 サービス連合が、交運労協（全日本交通運輸産業労働組合協議会）をつうじて毎年行っている政策要求の立案に

ついて、旅行業政策分科会ならびに航空貨物委員会で議論・検討してきましたが、今年度の要求案がまとまりました

ので報告いたします。今後は、交運労協での議論を経て観光庁をはじめとした関係省庁に提出し、交渉することにな

ります。交渉結果は終了後にあらためて速報でお知らせいたします。 

 

                 観光業・国際航空貨物業に関する政策要求                    

観光業に関する政策要求（案） 

【観光庁】 

１．ビジット・ジャパン事業への対応について 

(1)外国人旅行者の接遇向上策について 

①外国人旅行者への接遇向上は、観光立国を実現していくう

えで重要な課題である。また、緊急時の安全対策の観点や

外国人旅行者のニーズを把握することも必要である。ＪＡ

ＴＡによるツアーオペレーター品質保証制度は、サービス

クオリティーの確保や、緊急時の安全対策などピーアール

の観点での付加価値に留まっていることから、地上手配業



 

 

者登録制の導入を検討されたい。 

②産業連携・企業連携によって訪日外国人の満足度を高めら

れる可能性がある。その連携を促進する政策を実施するこ

とにより、外国人接遇を早期に充実させることができるよ

う、取り組みを強化されたい。 

③円滑な観光を行う施策として、以下の取り組みについて今

後の方向性を明らかにされたい。 

1)観光と運輸・鉄道の連携による団体座席の事前確保など

の取り組みについて。 

2)観光と物流の連携による旅行荷物の運搬の簡素化につ

いて 

④2014 年度の訪日外国人旅行者数は 1,300 万人を超え、す

でにゴールデンルートをはじめとし、北海道や九州など地

域のホテル・貸切バス等の需給がひっ迫する状況となって

いる。一方、外国人旅行者の入込が少ない地域では老舗旅

館が廃業するなど、地域間の格差が鮮明になってきている。

また、国際線についても、日本人が海外旅行に行く場合の

航空座席の需給がひっ迫してきている。訪日外国人旅行者

数 2,000万人を目指すにあたり、現在のような東京周辺や

ゴールデンルートをはじめとした高需要地域だけでは受

け入れは早晩限界が来ると想定されることから、「観光立

国実現に向けたアクション・プログラム2014」の中の、「４．

世界に通用する魅力ある観光地域づくり」に盛り込まれて

いる各種施策を強力に推進し、一極集中から地域分散に強

力に取り組まれたい。また、その際には地方空港での

チャーター便の受け入れや、クルーズ客船の受け入れに伴

う入国管理体制の強化・充実、案内所の整備、ガイドの確

保・養成、貸切バス制度の柔軟な運用等、地域での受け入

れにあたり想定される諸課題に対する実効性のある施策

もあわせて強力に取り組まれたい。 

⑤訪日外国人旅行者が増加の一途を辿っているが、多様な 

国からの訪問客が増えるにつれ、宗教や文化的な習慣の 

違い等によるトラブルも生じている。観光客の受入のた 

めの情報提供を行う等の事業を行っているも国際機関は 

あるものの、十分に活用されているとは言えない状況に 

ある。民間企業や各自治体において対応が行われている 

が、一体感をもって取り組むことが効率化に繋がるため、 

関係機関を有効活用し、連携して情報提供を行うなどの 

取り組みを通じて受入体制の整備を図られたい。 

(2)ガイドサービスの向上策について 

  ①訪日外国人への接遇向上のため、量・質ともに充実した 

ガイドサービスの提供は欠かせない。訪日外国人のため 

の充実したガイドサービスは重要であるが、現地からの 

添乗員がガイド行為を行っているツアーが多数ある。そ 

の結果、ガイド業務が減少し、兼業者や転職するガイド 

有資格者が増え、ガイドが足りなくなるという悪循環も 

生まれている。正しい日本文化、地域資源の魅力が伝え 

られるよう、ライセンスの取得者によるガイディングの 

徹底に取り組むなどの国内ガイドにおける適切な取り締 

まりに取り組まれたい。また、観光産業におけるシニア 

層の就業訓練施策を実施（支援）し、アクティブシニア 

の知識・技術の学びの場を創造するとともに、実務経験 

機会の創出にむけたガイド有資格者の教育訓練制度の導 

入や、ガイド資格保有者が専任できるような環境整備に 

ついても検討されたい。 

②通訳案内士については、試験回数や試験会場の柔軟な対

応に加え、地域限定通訳案内士の認定などによる通訳案

内士の増加にむけた取り組みは進められているものの、

現在の特区としての対応は限定的であり、通訳案内士不

足を解消するため抜本的な対応について検討されたい。

また通訳案内のレベル別の登録や地域限定通訳士を増

やすなどの対応をはかったうえで、通訳案内士の育成や

活用を促すため、通訳案内士以外の案内についても取り

締りを強化願いたい。現在、通訳案内士制度のあり方に

関する検討会も開催されているが、制度の見直しについ

て、さらなる取り組みを強化されたい。 

(3)観光案内所の充実について 

 観光については2012年７月より新たな案内所の認定制度がは

じまったが、外国人の訪日旅行の促進は観光立国推進に欠か

せないカテゴリー３の多言語対応できる観光案内所の整備が

依然不十分である。需要の高い観光地を中心に、案内所の増

設やカテゴリー引き上げを求めるなどのさらなる改善にむけ

取り組まれたい。 

(4)案内標識の更なる整備策について 

 外国語表記に関しては、統一的な表示についても示され、ター

ミナル駅や空港等で整備は進んできているものの、観光拠点

となる地方駅や、空港での整備や、街頭の町名表記について

は不十分なままである。また、ホテル・旅館なども統一的な

ガイドラインが示されていないことから、訪日外国人にとっ

てわかりやすい案内ができるよう、今後も観光庁が主導のう

え、関係機関と連携を行い、表記の充実に取り組まれたい。 

(5)プロモーション対象市場の拡大について 



 

 

平成 27年は重点市場 20市場が対象となっているが、対象の

国・地域のさらなる拡大に取り組まれるとともに、他国の成

功事例なども参考にしつつ、十分な予算措置を行うとともに

在外公館との連携などオールジャパン体制で取り組まれたい。 

また、プロモーションにあたっては、各地方自治体や運輸局

同士の広域連携にも取り組まれたい。 

(6)ＭＩＣＥ誘致にむけた各事業者への助成について 

アジア諸外国との競争優位性を保つ上で、関連する全ての事

業者による高いレベルでのサービス提供、特にハード面での

整備がＭＩＣＥ誘致には必要不可欠である。そのためには、

これまでの各種キャンペーンや施策以外にも、直接的に事業

者に改善や投資を促す事業について自治体や民間事業者など

の観光関係者への支援のみではなく、国が主導して取り組ま

れたい。 

２．観光基盤の整備について  

(1)「観光のユニバーサルデザイン手引き集」に基づく整備について 

２年間にわたり実施された「ユニバーサルツーリズム促進に

むけた地域活動実態調査」で抽出された課題をもとに、各事

業者と支援団体の十分な連携がとれるよう調整役を果たすと

ともに、受入体制強化にむけ宿泊事業者をはじめ各事業者が

積極的に取り組むことができるよう対応策を講じられたい。 

(2)観光産業が被る風評被害防止に向けて 

メディア報道等の影響によってもたらされる風評被害が発生

し、これまで観光産業に大きなダメージを与えてきた。そこ

で、迅速かつ正確な情報提供を継続的に行い、被害情報と同

様に収束した情報も発信するとともに、風評被害防止対策に

ついて今後研究課題として取り上げ、教訓を活かし被害を食

い止めるための取り組み策を具現化されたい。 

(3)旅育について 

 観光立国の実現にむけ、地域を再発見し郷土愛を醸成するた

め、観光産業による地域経済の影響や観光資源について学習

することは有用である。また、若い世代が知見を広げるため、

歴史や文化に触れることができる校外学習などにより旅の経

験を重ねることも有用である。一方で、日常生活において観

光面から地域の魅力について考える機会が少ないという実態

もある。そこで小中学校が率先して、地元地域のボランティ

アガイド体験を行う、地域の観光施設へ訪問学習をするなど、

観光という視点から地域の魅力を考えることのできる授業、

旅の楽しさ・魅力を知ることができる授業を設定するなど、

学校における校外学習の機会の増加や全国の公立学校の修学

旅行などについて海外渡航を認めるなど基準を緩和するとと

もに、教育内容・体制を整備するなど学習機会の増加に取り

組まれたい。 

(4)公共の場におけるインターネット接続環境の整備 

（Wi-Fi環境等） 

 訪日外国人を対象とした調査結果によると、日本で改善を求

める項目の上位に無料公衆無線ＬＡＮをはじめとした「イン

ターネットへの接続環境」があげられている。世界的に携帯

端末を使用した生活が定着化している現在において、旅行先

で通常の生活ができないストレスを解消する必要があること

に加えて、携帯端末を使用することによって、不慣れな土地

での交通、観光に対する案内を促進し、安全、快適に生活で

きるようにすることが、必要である。ついては、総務省や地

方自治体などの関係各所との調整や、十分な予算措置につい

て検討されたい。 

(5)ものづくりマイスターへの助成制度 

 外国人から見た「日本らしさ」とは相反して、輸入製品の利

用により、職人の作る伝統製品の販売については十分とは言

えない。スイスにおける観光収入からの補助金制度などを模

範に、伝統技術を活かした日本らしさを維持するためにも、

職人への助成について、さらなる検討を願いたい。 

(6)自然災害時の対応について 

 台風などの自然災害によって交通機関に欠航・遅れが生じた

際、空港や駅に多くの旅行者が殺到し、混乱状態となること

が散見される。訪日旅行者も増加しており、よりスムーズな

対応が必要である。自然災害時は、各企業の個別対応だけで

なく、替輸送や臨時便の運行、宿泊の案内など行政機関が主

導して情報の提供や各種手続きの連携を図る体制の整備を図

られたい。 

(7)地域創生について 

 少子化・高齢化が加速するなか、「自治会」「町内会」をはじ

めとした地域組織が自らすすんで活性化することが不可欠で

ある。「地域間交流事業」、「地域誘客のための自主的な組織

活動」についての補助を提供できるシステムを策定するなど、

観光を基軸とした「地域づくり」や「政府の地域創生」に貢

献できるプログラム構成について率先して取り組まれたい。 

(8)観光分野における消費者間取引（ＣｔｏＣ）拡大にむけて 

海外では観光においても消費者間取引のビジネスモデルが定

着しつつあり、成長分野として期待されている。日本におい

ても訪日外国客がサイトを利用して、日本在住の個人より部

屋を貸りる行為などが行われているが、広告・予約受付・料

金決済などは、サイトを通じて行うとしても、部屋を提供す



 

 

る人が宿泊料などの対価を受け取って人を宿泊や飲食をさせ

ている行為などを適法に営業させるには法整備の検討が必要

とされる。ついては、健全な消費者間取引マーケットの拡大

にむけ、各種法整備について検討されたい。 

 

 

３．観光需要の創出について 

(1)国内旅行 

①国内旅行市場活性化のため、新たな形態として様々な分野

の観光を創出し定着させることが重要であり、産業観光・

長期滞在型観光、エコツーリズムやグリーン・ツーリズム

は地域の活性化にもつながる分野のため、他省庁での取り

組みとも積極的に連携し質の向上に取り組まれたい。 

②諸外国とも比較して、旅行者が容易に入場や貸切ができる

文化財や施設が少ない。修学旅行や体験旅行の拡大につな

げるために国立博物館、姫路城や厳島神社など国宝級や世

界文化遺産となっている施設、一般公開期間以外の御所な

どの国立・地方自治体施設の積極開放に取り組まれたい。 

また、2013 年 11 月に文化庁と包括的連携協定が結ばれ、

様々な施策がなされてきたが、2014年における取り組みの

成果と、2015年以降の展望について明らかにされたい。 

③改正耐震改修促進法が平成 25年に施行され、旅館・ホテル

の施設も2015年度までに耐震診断が義務付けられ、結果が

公表されることになったが、改修費用は多額の費用を要す

る。建築資材の高騰や、人手不足の背景も踏まえ、改修を

行う旅館・ホテルに対するさらなる支援強化を検討された

い。 

 ④道の駅の活性化など、国と地方の連携による観光資源開発

を検討されたい。道の駅は、当該市町村任の運営となって

おり、魅力度に差異が生じている。国内旅行需要活性化、

地域活性化の実現にむけて、国と自治体が連携して道の駅

の全国的な魅力度向上に取り組まれたい。 

⑤ヨーロッパ諸国などでは、観光需要を喚起するために、宿

泊に関わる消費税を減免している国もあることから、消費

税増税により、旅行等のレジャーにかかわる消費の冷え込

みが懸念される。また、外国人旅行客にとって、ホテル等

の宿泊代に消費税増税分が負担となることは、観光立国の

推進に影響をあたえる。アジア諸国との国際競争力を高め

るためにも、連泊時に消費税を減免するなどの検討を願い

たい。 

(2)旅行需要の活性化について 

旅行需要を増大させるため、下記の対策について検討されたい。 

①長期休暇取得促進にむけたヘルスツーリズムについて 

  日本全体での長期休暇の取得促進は、観光需要の拡大によ

る地域の活性化に加え、国民の余暇時間の創出に伴う健康

増進につながり、結果、経済の活性化につながる。厚生労

働省では健康増進施設認定制度が策定されているが、省庁

連携による国民へのさらなる周知や、登録制にむけた取り

組み、ヘルスツーリズムを実施する宿泊施設への助成、も

しくは従業員に対してプログラムを提供する企業に対する

助成について、検討されたい。 

②「児童・生徒社会体験休暇制度」（仮称）の創設について 

サービス業を中心として多くの労働者が土・日曜日、祝日 

も働いている。子供の頃に家族と旅行の経験がない若者は 

旅行が少ない調査結果もあり、家族で旅行に行く機会を創 

出することが重要である。現在、議論中の休暇分散化に向 

けた「家族の時間づくりプロジェクト」や「ポジティブ・ 

オフ運動」の取り組みと連動する形で労働者が「家族との 

団欒」と「家庭教育の充実・強化」のため、親の監督下で 

ボランティア活動や旅行等により社会体験をすることが必 

要である。「児童・生徒社会体験休暇制度」（仮称）のよう 

な、目的別休暇が創設できるよう観光庁として関係官庁に 

対して働きかけられたい。 

③若年層の観光活性化にむけたユース料金設定について 

  ヨーロッパでは、鉄道や美術館、博物館のユース料金があ

るが、日本の場合、学生向けの割引はあっても、25 歳以下

や年齢による割引は少ない。そこで、若年層の旅行離れ解

消の一助として、ユース料金設定が促進されるよう取り組

まれたい。 

(3)アウトバウンド拡大による相互交流の拡大について 

〔２Way Tourism政策の推進強化〕 

観光立国推進基本法にあるとおり、観光による国際交流は国

際平和と国民生活の安定を象徴するものであり、その持続的

な発展は、恒久の平和と国際社会の相互理解の増進させるこ

とのできる民間平和外交の代表的なものである。その実現の

ためには、訪日外国人旅行者を増やすことのみならず、二国

間の相互の交流人口の拡大が重要であるとの観点から、観光

立国推進基本計画にも盛り込まれている日本人の海外旅行者

数の拡大を、これまで以上に強力に推進されたい。また、関

係悪化により、日本人の旅行が減少している中国や韓国との

相互交流促進について継続的かつ積極的に取り組まれたい。 

(4)休暇取得の分散化等に対する取り組みについて 



 

 

 ①企業の有給休暇の取得を促進する「ポジティブ・オフ運動」

を推進しているが、各地域における休暇の分散による旅行意

欲誘発と有給休暇促進にむけた取り組みとして、全都道府県

で月曜日や金曜日に休日とする県民の日などを設定し、連休

取得にむけた取り組みとして検討されたい。 

 ②休暇取得を平日に分散することによって地域経済が活性化

し、その結果地域の税収も上がることが期待される。そこ

で休暇分散化、有給取得率が高い企業に対し、税制優遇な

どの対応を検討されたい。 

(5)食を活かした観光需要の創出について 

  和食は、無形文化遺産にも登録され、日本の観光資源とし

て重要な役割を果たしている。また、国内では地域の特性

を活かしたＢ級ご当地グルメが人気を集め、観光需要を創

出している。そこで、国内外への食に関する情報提供の強

化と、ブランド戦略の支援に努められたい。 

(6)新たな鉄道パスの創出について 

 「Japan Rail Pass」は、知名度が高いものの、JRグループ以

外の鉄道、路線バスでは利用出来ないものとなっている。

鉄道網が発達している日本において、特に日本を初めて訪

れる外国人旅行客には路線ごとの運営会社を理解すること

は難しく、また費用面においても円滑な移動が妨げられて

いる側面がある。より利便性の高い枠組みを日本全国へ広

げることが更なる満足度の向上に繋がり、鉄道を中心とし

た新たな旅のスタイルの創出にも繋がるものと期待される。

アクションプログラムにも掲げられているが、今後の具体

的な取り組みについて明らかにされたい。 

(7)閑散期における需要創出 

 ウインターリゾートエリアにおいては特に夏季における閑散

期の観光需要が低く、季節限定、または特定の観光資源に頼

る地域では通年需要の掘り起こしに多くの課題が見受けられ

る。ついては、さらなる地域経済の活性化に努めるとともに、

通年需要の需要喚起に向け、地域・行政が一体となった取り

組みを検討されたい。 

４．東日本大震災復興について 

災害で得た教訓をもとに、観光地において住民以外の観光客

が安全に避難できるような体制構築に早急に取り組まれると

ともに、外国人旅行者の安否確認ができるようシステムの構

築に取り組まれたい。そして今後も、継続的に東北地域へ特

化した以下の観光振興策に取り組まれたい。 

① 被災地状況の定期的な発信 

② 震災語り部育成サポートと多言語で対応できるような仕 

組みづくり 

③ 福島県内の観光施設の除染 

④ 定期的な線量検査と情報発信 

⑤ 東日本大震災を将来に語り継ぐことができる施設整備 

【国土交通省・航空局】 

１．首都圏空港の整備 

(1)羽田空港について 

①羽田空港国際線旅客ターミナル拡張部供用が 2014 年 3 月

30日に開始された。今後も、国際線利用客が増えると想定

されている。利用者の利便性確保のためには、成田・羽田

空港間のアクセス改善は必要不可欠である。「都心直結線」

の新設にむけた取り組み状況を明らかにするとともに、今

後も国が主導のもと、鉄道局などの関係省庁や、交通事業

者と連携し、アクセス改善に積極的に取り組まれたい。 

②首都圏からの羽田空港へのアクセス環境は良化しているも

のの、空港バス無予約制や駐車場の混雑によって、利用便

に乗り遅れるケースが出ているため、更なる改善の必要が

ある。ついては、空港バス予約制導入の拡大、民間駐車場

との連携などの整備について、取り組みを検討されたい。 

(2)成田空港について 

 航空機の発着に併せた交通アクセスに対応するために、ＬＣ

Ｃの早朝便利用者が前日より空港で滞在できるよう現在一部

スペースを深夜早朝も解放しているが、ＬＣＣ利用者の増加

が今後も想定されることから、空港へのアクセスのさらなる

改善や、安全性を確保した施設整備に取り組まれたい。 

２．地方空港のあり方について 

(1)訪日外国客の増加が顕著であるが、今後、地方空港において

チャーター便や一般旅客発着時の保安検査については円滑

な対応がはかれるよう、一層の利便性の向上に取り組まれ

たい。また、今後の地方空港のありかたについて、ビジョ

ンや方向性を踏まえて、考え方を示されたい。 

(2)地方空港発着便の減少により、需要に対して充分な座席確保

ができていない。訪日外国人観光客増加への対応も含めて、

国際便誘致の取り組み強化を行う、など発着便を増やすた

めの取り組みを検討されたい。 

３．燃油高騰に伴うサーチャージ制度について 

(1)通達により旅行代金の総額表示への取り組みが進んだが、一

部を除いて燃油サーチャージは本体運賃と別に徴収されてい

る。また、海外修学旅行では積立開始時と旅行開始時で大幅な

変動が生じることもあり課題となっている。そこで、国際航空

運賃の規制緩和で上限運賃制度の導入に伴い、本体運賃と一本



 

 

化して徴収できるよう取り組まれたい。 

(2)通達により旅行代金の総額表示への取り組みが進んだが、旅

行形態や商品によっては消費者に対して徴収額の定義がわか

りづらい。ついては、旅行会社からの告知のみならず、国が

率先して、総額表示に対するさらなる周知に努められたい。 

４．ビジネスジェット市場の活性化について 

 世界的にもビジネスジェット市場が活況であり、諸外国から

日本への利用者も増加傾向にある。しかしながら、ビジネス

ジェット利用客は成田と羽田に集中しており、今後、需要が

増加しても発着枠の確保が困難になることが想定される。今

後は諸外国にむけ、ビジネスジェットの受け入れが可能な空

港へのさらなるプロモーションを講じるとともに、成田空港

で運用されている WEB スロット＆スポット予約システムの地

方空港でも活用する、などの環境整備に取り組まれたい。 

【国土交通省・港湾局】 

１．クルーズ活性化に向けた港湾設備と交通体系、観光受入体制

の整備 

1)海外からの訪日観光客が多く訪れることとなったが、老朽

化があるなど港湾施設の受け入れ体制については十分とは

言えず、乗船客が不便を感じるところがある。国際競争力

の強化とクルーズ需要のさらなる拡大にむけた課題となる

ことから、十分な受け入れ体制がはかれるよう、検討され

たい。 

2)寄港地における移動両替所の設置についての方向性や、Ｗ

Ｉ-ＦＩの整備状況について、明らかにされたい。 

２．保安検査の迅速化と接遇向上について 

  クルーズ船出発時の保安検査に時間を要するため、迅速な対

応がはかれるよう柔軟な検査官の配置など、利便性の向上に

取り組まれたい。 

【国土交通省・総合政策局】 

(1)観光立国の実現に向けた、国民への観光政策の周知と取り組

みの強化について 

観光立国の実現は、政府の日本再興戦略において、日本の経

済成長の柱の一つとして位置付けられており、雇用創出、地

域活性化、内需拡大によって、日本経済の復活に向けて観光

産業のみならず多くの産業に効果をもたらす重要な取り組み

である。しかしながら、観光立国への道筋が、国民全体に共

有されているとは言いがたい。観光や文化活動による新しい

世界の発券が、経済活動にも活気をもたらすという観点など

をふまえ、また、観光の重要性や意義、その経済効果につい

て国民への理解を深めることが重要であることから、日本国

内でのプロモ－ションの実施や学校教育で取り入れるととも

に、多くの政策を実現するため経済効果に見合った十分な予

算措置を行い、官民一体となった取り組みを積極的に講じら

れたい。 

 (2)主要駅・空港における団体客利用のバス乗降場整備について 

   東京駅をはじめ主要な新幹線停車駅における団体客利用の

バス乗降場整備は十分ではなく、学生団体をはじめとする利

用者の安全確保や降雨時の対応、周辺道路の混雑緩和の面か

ら乗降場整備は急務である。貸切バス利用者の安全確保と利

便性を向上させ需要の増加をはかるため、自治体や鉄道事業

者等との連携を強化し、緊急避難的なバスプール等の流用で

はなく、まちづくりと一体となった団体客利用スペースの確

保に努めるよう、既存施設の活用や工夫等の調整に取り組ま

れたい。また、乗降場が整備できるまでの間、道路の一車線

を一時的に貸切バスの乗降場とするなどの対応も検討され

たい。また、東京・八重洲地区の大規模再開発が進められて

いるが、バス乗り場の地下集約については「貸切バス」も含

める予定かどうか、明らかにされたい。 

(3)観光地における自転車レーン等の整備について 

近年、自転車で繁華街における狭隘な道路を利用したり、観

光地を巡る観光客が増えている。有料の自転車駐輪場が増え、

違法駐輪は減りつつあるものの、車や歩行者との事故が多く

なっている。事故防止や自転車の利用者が増えることによる

環境保全も期待できることから、自転車専用レーンの整備を

検討されたい。 

(4)共通 ICカードについて 

多数の旅行者が利用する地域の交通機関において、広島や長

崎など共通 ICカードが使えない地域がみられる。利用者の

利便性向上のため、観光客の多い地域で 1枚の ICカードで

共通乗車が可能となるよう、当該自治体ならびに事業者等へ

の指導・助成に取り組むなど、交通系 ICカードの共通乗車

可能範囲の拡大を検討されたい。 

【国土交通省 自動車局】 

１．移動制約者の移動円滑化にむけて 

福祉にする社会的ニーズや関心が年々高まっている中、路線

バスにおいてはリフト付きバスやノンステップバスの拡充

がなされているが、貸切バスのリフト付きバスなどの特殊車 

両が地域に無い、または車両数が少なく配車ができないケー

スが頻発している。移動制約者の移動円滑化に向けて補助制

度の充実を図るとともに、一定の車両を保有する事業者に対

して、導入義務化などの対策を講じられたい。また、バリア



 

 

フリー新法によって、リフト付きバスについては平成 32年

までに 25％の導入を定めているが、貸切バスに限定した具

体的な数値があれば明らかにされたい。 

２．貸切バス車両およびバス乗務員確保にむけて 

貸切バスおよびバス乗務員が不足しており、繁忙期、修学 

旅行や遠足、大型クルーズ船の受け入れや訪日外国人客受 

け入れ時において、運行可能バス車両が不足し、手配がで 

きないケースが散見される。このままでは観光立国を目 

指しているにもかかわらず、需要に対応できない状況が常 

態化する可能性がある。「観光立国実現に向けたアクショ

ン・プログラム 2014」で新規施策として盛り込まれた「貸

切バスの供給確保」について、早急に具体化に向け取り組ま

れたい。取り組みについては、乗務員増加のための教育訓練

支援施策（教育訓練給付金制度、キャリア形成促進助成金制

度）の実施などによるバス乗務員確保や、貸切バス配車権の

柔軟な対応を行う、などの貸切バス車両確保も検討されたい。 

３．定期観光バス発着地について 

国際会議開催時は、空いている時間を活用したツアーの需要

が高いが、間際での申込みが多くなっている。当日参加がで

きる定期観光バスの発着地は限られており、間際での旅行の

設定は難しい。そこで、定期観光バスを臨時的に MICE 会場

を発着地とすることを可能にするための柔軟な制度の導入

を検討されたい。 

４. 観光需要創出のためのＥＴＣ割引制度拡充について 

高速道路料金のＥＴＣ割引が廃止・縮小傾向にあるが、消費

者には定着していたものと認識している。観光需要拡大のた

めにも、平日などのオフタイムにおけるＥＴＣの（特大車な

ど各車種）割引を拡充を図られたい。 

５．新しい貸切バスの運賃･料金制度について 

①平成２６年４月より、新しい貸切バスの運賃･料金制度が

開始されたが、法改正の内容が周知されていないため、バス

代金について、消費者からわかりづらいなどの課題が顕在化

している。そこで、貸切バス利用者への理解促進のため、貸

切バス利用に関する制度の更なる周知について、取り組まれ

たい。 

②貸切バスの運賃・料金の適用方法が複雑で分かりにくいた

め、バス事業者と旅行業者双方の業務に支障をきたしている。

関係者間における業務の円滑化が必要であると考えるが、国

としても支援にむけた取り組みを検討されたい。 

【文部科学省】 

１．「児童・生徒社会体験休暇制度」（仮称）の創設について 

サービス業を中心として多くの労働者が土・日曜日、祝日も

働いている。「子供の頃に家族と旅行の経験がない若者は旅

行が少ない調査結果もあり、家族で旅行に行く機会を創出す

ることが重要である。現在、議論中の休暇分散化に向けた「家

族の時間づくりﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」や「ポジティブ・オフ運動」の取

り組みと連動する形で労働者が「家族との団欒」と「家庭教

育の充実・強化」のため、親の監督下でボランティア活動や

旅行等により社会体験をすることが必要である。「児童・生

徒社会体験休暇制度」（仮称）のような、目的別休暇が創設

できるよう関係官庁と連携して働きかけられたい。 

２．留学派遣支援制度の充実について 

異文化の体験は国際性を養うとともに、将来の日本を担う若

年層の国際理解を深めることにもつながることから、留学派

遣支援について、さらなる充実をはかられたい。 

３．旅育について 

観光立国の実現にむけ、地域を再発見し郷土愛を醸成するた

め、観光産業による地域経済への影響や観光資源について学

習することは有用である。また、若い世代が知見を広げるた

め、歴史や文化に触れることができる校外学習などにより、

旅の経験を重ねることも有用であるが、一方で、日常生活に

おいて観光面から地域の魅力について考える機会が少ない

という実態もある。 

そこで小中学校が率先して、地元地域のボランティアガイド

体験を行う、地域の観光施設へ訪問学習をするなど、観光と

いう視点から地域の魅力を考えることのできる授業、旅の楽

しさ・魅力を知ることができる授業を設定するなど、学校に

おける校外学習の機会の増加や全国の公立学校の修学旅行

などについて海外渡航を認めるなど基準を緩和するととも

に、教育内容・体制を整備するなど学習機会の増加に取り組

まれたい。 

４．外国人留学生の受け入れ強化について 

訪日外国人の拡大にむけ、日本を訪問し言語や文化を学び帰

国する外国人の受入を強化することは重要である。外国人留

学生の受け入れ体制整備と経済的支援や優遇措置に取り組

むとともに、ワーキングホリデービザ制度を活用した観光産

業での外国人の受入についても積極的に取り組まれたい。 

【外務省】 

１．パスポート取得手数料の減免、手続きの簡素化について 

日本人の海外旅行者数を 2,000 万人にすることを目標とし、

国際相互交流を拡大させるため、官民一体となった取組を推

進しているが、海外旅行者数は 2012年度をピークに漸減傾向

となっている。海外渡航機会の創出を減らさないためにも、



 

 

海外渡航優遇施策について、パスポート取得手数料の減免等

に取り組まれたい。 

（具体的検討項目） 

1)12 歳未満に適用されている旅券発給手数料の減額措置を

25歳未満まで引き上げ。 

2)10年有効旅券の発給対象年齢を、20歳以上から16歳以上

に引き下げ。 

3)本人が申請した場合の即日発行。 

4)窓口の受付・交付時間や場所の拡充。 

5)パスポート申請・更新手続きの簡素化 

２．旅券申請書入手方法のＷＥＢ化について 

旅券申請書について、現在市区町村の窓口や旅券センターで

しか入手ができない。しかし、窓口が開いていない、旅券セ

ンターから遠方であるなどの理由で申請書の入手のために

時間を取らなくてはならず、不便である。そこで、旅券申請

書のＷＥＢ化をはかり、渡航者の利便性をはかられたい。 

３．日本人渡航者による観光ビザ免除の対象国拡大について 

国際交流拡大の観点から相手国との協議にもよるが、例えば

今後も需要の拡大が見込まれるミャンマー・インド･カンボ

ジア･ロシア・ブラジル等の、日本人の観光ビザ免除の対象

国拡大にむけた取り組みが必要である。対象国拡大にむけた

進捗状況を明らかにされたい。 

 

国際航空貨物業に関する政策要求（案） 

【厚生労働省】 

１．航空貨物の輸入に関する件 

検疫所により、申告手続きの取り扱いや必要書類等で対応が異

なっている場合がある。ついては、可能な限り効率的・合理的

な方法を検討し、対応の標準化及び担当業務の引き継ぎに取り

組まれたい。 

（具体的事項）  

①東京や大阪検疫所の食品監視課において、今までと異なる書

類の提出を求められるケースがある。また、担当者が不在の

場合の引継ぎが十分でないため、その担当者が戻るまで進捗

が不明となる場合もある。具体的には、食品等輸入届出書を

朝9時に提出しても翌日午後にならないと連絡がない場合や、

2日経っても連絡がない場合がある。昨年は【FAINS】の勧め

もあったが、突発的に食品衛生法に該当する貨物が入ってき

た際に、FAINSの申請が間に合わないケースも多々ある。審

査時間が長期化すると、航空輸送最大の特性であるスピード

を損なうだけでなく、時間超過により保管料の発生にもつな

がるため、審査時間短縮などの改善に向けた対応を検討願い

たい 

②指定おもちゃの範囲について、指定おもちゃに該当する可能

性のあるもの（食品申請が必要と考えられるもの）について

は、製品ごとに厚生労働省食品監視課に問合せているが、指

定おもちゃの範囲が厳密に規定されていない事などにより、

返事が遅い（1週間以上）場合がある。ついては、指定おもちゃ

の範囲を厳密に規定するなどの対応を検討願いたい。また、

これまでの取り扱い事例を開示することにより、問合せの件

数削減につなげるなどの対応を講じられたい。 

【国土交通省・港湾局】 

 １．主要港湾の戦略について 

東京港などの主要港湾においては、渋滞解消に向けたモデル事

業として一部のコンテナヤードで早期のゲートオープン等の

試みが行われているが、それ以外では8：30～16：30に限定さ

れており、東京港湾地区などは未だ改善されているとは言い難

い状況である。「国際コンテナ戦略港湾政策推進委員会」では、

アジア主要港並みのサービスを実現させるための一環として

コンテナターミナルゲートオープン時間の早朝・夜間への拡大

や24時間化について取り組むことが施策として掲げられてい

るが、早期の実現に向けた今後の具体的な取り組み予定につい

て明らかにされたい。 

【国土交通省・航空局】 

１．成田空港の安全対策について  

成田空港貨物地区について、歩車分離用に設置されているグ

リーンベルトが消えかかっている、など労働安全面において非

常に危険な状況にあるため、重大な事故が発生する前に以下の

安全対策に取り組まれたい。 

（1）前回、貨物地区内の交通ルール徹底に向けた速度超過、

路上駐車に対する取り締まり強化を要請したが、現場では速度

取締・路上駐車取り締まりについては、依然として実効性が高

まっていない。成田空港会社から一般社団法人千葉県トラック

協会への交通安全への協力依頼や、情報交換等、その後の取り

組みについて明らかにされたい。 

（2）Ｃ－６号線及びＣ－３号線沿いの施設では、フォークリ

フトが歩道上を日常的に通過し、歩道を跨いで積み込み・取降

ろしが行われているなど、危険である。日中、警備員による交

通整理は見かけるものの、路上駐車に対する安全対策への取り

組み強化についてはまだ十分とは言えない。ついては、安全対

策についての進捗を明らかにされたい。 

（3）貨物管理ビル前における交通安全対策については、昨年



 

 

回答があったが、さらなる改善に向けた対応を要請したい。貨

物管理ビル前の道路には駐車禁止のコーンが設置されている

が、路上駐車が恒常化しており、混雑時には、二重駐車も行わ

れている。特に、貨物管理ビル・貨物駐車場ビルの出入り口へ

の駐車は、進入車両の運転手が歩道上の歩行者を認識しにくく

なり危険である。また、空港西通り２交差点についても、赤信

号になってからの無理な右折なども散見され危険である。警察

とのさらなる連携を行い、運転手への交通ルール遵守を図るな

どの安全策を講じられたい。 

２．首都圏空港における国際貨物の活性化施策について 

(1)成田空港について 

航空物流システム全体の底上げは、航空物流産業の振興のみな

らず日本の国際競争力の維持・向上につながる重要な取り組み

である。成田空港については開港30年を経過し、老朽化や狭隘

化による弊害を取り除き、アジア発着貨物を取り込み、相対的

地位低下へ歯止めをかけるとともに、耐震性を高め、最新の物

流施設に改善するための将来像を示すとともに、具体的な取り

組み状況について明らかにされたい。  

（具体的事項） 

搬入搬出の遅延が未だに見受けられ、施設の配置や構造に問題

があると認識している。将来の貨物需要に応えるために上屋再

配置等、施設展望計画策定について、今後どのように進めてい

くのか、防災・減災の観点も踏まえた方向性を明らかにされた

い。 

(2)羽田空港について 

羽田空港においては、空港内倉庫の運営を民間会社が事業とし

て継続していくには厳しい環境となっている。国際便は増える

予定となっているが、旅客便であるため、フォワーダーにとっ

ては厳しい環境であることに変わりはない。フレイター増便の

方向性や、ＴＩＡＣＴおよび三井物産などと連携した今後の方

策について明らかにされるとともに、羽田空港における国際貨

物需要の活性化施策について、積極的に取り組まれたい。 

３．航空保安制度の運用について 

ＫＳ／ＲＡ制度の一部改正により、「特定荷主」の確定行為は

各フォワーダーが実施することとなっているが、市場原理の働

く荷主とフォワーダーとの関係で安全性を担保するのではな

く、以下の事例を踏まえ国が航空安全の確保に第一義的な責任

を果たし、特定荷主の確定行為を行うとともに、フォワーダー

各社が検査に要する装置導入にあたり費用の一部を負担する

などの負担軽減措置を図られたい。 

（具体的事項） 

(1)特定荷主の取得奨励に向けた啓蒙活動を積極的に進めてい

ると聞いているが、その取り組み状況を明らかにされたい。 

(2)国が空港管理者として空港の秩序を維持する責務を有する

ということから、国土交通省ホームページにおいてよりわかり

やすい情報提供に取り組まれたい。 

(3)特定荷主の審査基準が厳しいことから、特定荷主の資格を

返上する荷主が発生しており、フォワーダーの負担が増えてい

る。ついては、要件の緩和など新保安制度の運用促進にむけた

対応を検討願いたい。また、費用負担についても国管理空港の

みならず、フォワーダーや関係事業者に対しての補助を検討さ

れたい。 

(4)航空貨物安全確認状と特定貨物確認書のA-1,A-2,A-3につ

いては、異なる使用目的にも関わらず、書式・内容が類似して

いるなど航空貨物安全確認状と特定貨物確認書の扱いが煩雑

になっている。ついては、荷物の安全性を維持しつつ、ＲＡ制

度で使用する書式を統一し、１種類のみのフォームで網羅でき

る、などの対応を検討されたい。 

４．航空機部品検査時間の柔軟な対応について 

航空機部品を輸入する際に実施される検査については、フレー

ター搭載量が許容範囲を超える事などにより、「予証不可日」

という通知が月初に送付されて、ランダムな平日休みが月平均

３～４日あることにより、検査完了から輸入許可まで時間を要

し、納品が遅れるなどの影響が出ている。税関などの通関部門

は休日も行っていることから、平日の検査時間の拡張や土日の

対応も可能とするとともに、予約期間の拡大に取り組まれたい。 

 ５．危険品輸送に関する荷主への啓蒙活動・教育訓練について 

荷主が危険品に該当するものとしないものを理解していない

ために、危険品輸送時などにおいて、知識、責任の認識が不足

しているケースが散見されている。法務省では危険品輸送に関

わる商法の改正を視野に入れた議論がされているが、法改正に

向けて、荷主が最低限の知識と、危険品を取り扱う責任の認識

づくりにむけた取り組みを検討願いたい。さらに、危険品輸送

に関する啓蒙活動や情報提供においては、国土交通省ホーム

ページでの情報提供を行うなどの対策を講じられたい。 

【財務省】 

１.申告システムの改善について 

(1)現在、ＮＡＣＣＳでは輸出入者符号とライセンス番号とが

関連付けられていないため、ＮＡＣＣＳ上に誤ったライセンス

番号を入力してしまうとそのまま誤申告となってしまう。つい

ては、ＮＡＣＣＳ上で輸出入者符号とライセンス番号を関連づ

けさせて、２つが合致しなければエラー表示が出るなどのシス



 

 

テム改善を願いたい。 

(2)航空貨物と海上貨物の輸出通関が同じ保税蔵置場で通関可

能になると聞いているが、ＡＩＲ ＮＡＣＣＳとＳＥＡ ＮＡ

ＣＣＳとでは仕様が異なっているため、仕様を統一するなどの

システム改善に取り組まれたい。 

(3)申告添付登録業務（ＭＳＸ）の運用においては、現在、１

回の申告添付登録あたりの容量は1ファイルの最大容量500KB、

合計容量は最大３MBまで（最大で10ファイルまで）となってい

るが、1件でも分厚い申告では白黒にしても500KBを超えること

が頻繁にあり、申告添付を分割して登録することが手間になっ

ている。また、商品カタログを入手しても白黒添付では写真が

真っ黒になり使えないことがある。現在、容量制限の拡大が試

験的に実施されているが、商品カタログをカラー添付可能にす

るなど添付容量の拡大にむけて迅速な対応を今後もはかられ

たい。 

２.到着即時申告制度（輸入）の利用拡大 

輸入貨物の課税価格を算出する為替レートについては毎週火

曜日頃に公示され、翌週の日曜日～土曜日に適用されることと

されており、例外は認められていない。到着即時申告制度は輸

入貨物の到着時に輸入許可を得られる制度であるが、１つのＢ

／Ｌ・ＡＷＢの貨物が複数の船舶・航空機に分かれ週を跨って

到着した場合には、課税価格を算出する為替レートが異なるこ

とにより修正申告や更生請求が必要となっている。当該制度の

利用促進と、迅速な輸入通関のため、このような場合の為替

レートについて、週を跨って到着した場合も、修正申告や更生

請求を行うことなく、最初に貨物が到着した日の為替レートに

よる課税価格の算出が可能となるなど柔軟な対応を図られた

い。 

３.リアルタイム口座を活用した直接納税の促進について 

リアルタイム口座利用金融機関は２０１４年１２月現在で６

４銀行１９５信用金庫と年々拡大しており利便性が向上し、利

用者も年々増加している。マルチペイメントネットワークと併

せて輸入者が直接納税できる仕組みは増えているものの、利用

者の大半は大手企業であり、中小企業を中心に輸入申告の大半

でいまだに関税・輸入消費税の納付は通関業者が一旦立替を

行っている現状があり、依然輸入者に直接納税の制度が浸透し

ていない状態にある。輸入者が取引のある銀行口座をそのまま

関税・輸入消費税の納付に使用できるメリットを活かすことが

できるリアルタイム口座について広く宣伝を行い、本邦への輸

入申告件数における輸入者の直接納税の比率を高める活動を

検討されたい。 

４．税関官署間の対応の標準化について 

税関官署間で、申告手続きの取り扱いや必要書類等で対応が異

なっている場合がある。ついては、可能な限り効率的・合理的

な方法を検討し対応の標準化に取り組まれたい。 

（具体的事項） 

(1)税番変更によって加算税が発生する場合もあることから、

税番変更に関わる全ての情報の速やかな開示と幅広い周知に

引き続き取り組まれたい。 

(2)同一商品を輸出入する際に申告税関官署、および担当者に

よって商品に対する税番などの見解が異なり、関税率が異なる

場合が見受けられる。それにより、通関現場で荷主に対して理

由が説明できず困惑していることから、見解が異なるような事

象を発生させないよう税関官署、ならびに担当者間における見

解を統一させる仕組みの導入に取り組まれたい。また、税関職

員への周知方法について、教示願いたい。 

５．航空貨物のレシップに関する件 

明らかに誤って本邦に到着した貨物を発地国にレシップする

場合、輸出通関にインボイスが必要とされているが、輸出者が

不在のケースもあり、インボイスの発行が困難な場合がある。

そこで、輸入時のインボイスでレシップ通関を可能とするなど、

輸出用インボイスの提出がなくてもレシップが可能となるよ

う柔軟な対応を検討されたい。 


